
弘前市における市街地の拡大と土地利用変化
…~t剖立也士或を中心

小山内 隆

1 .はじめに

本論文では、弘前市において都市的な地域と農村的な地域の境界付近にあ号、現在、市街地化が

している地誌を対象に、事能地の拡大状況と土地利用変化を人口、道路交通網、都市計画制度

や市能地整舗に関する 用途地域の変遷などをもとにして明らかにすることにより、近年の動

向を把躍することを言的とする。

研究対象地域は、都市計画法で定める市街化[R域を市街地とし、特に人口増加の著しい昨[]徳地

を市街地北部としてとりあげる O この中でも市街化区域に含まれる青山・向外瀬地区を中心に

市街地の拡大状況と土地利用変北を考察していく (盟 U。
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図 1 研究対象地域

弘前市都市計画課 r弘言の都市計画“J0988年)より作成
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(1 )研究対象地域の擁観

る内陸の都甫で、面積は273.80kniであり、弘前了目立、

東西26.4km 、

1 )。地域別・地区別に人口た

人口増加が多く、平成10年に誌

となに178‘921人で、

に隣接するが「田園をみると、

られるつもみられることから、郊外への広がり
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「和徳地区jの人口増「和徳地医jを比較すると、市能地北部のとまた、

山地反への宮圏第3f主宅団地の宅地供給が大き2 ) 0 特に、であるといえるの

-外崎地区j

都的な土地利用への較用が著しい、

4地区区画整理事業の実施された

的な土地利用か

している。つまり市指地北部は、

け入れ地として、人口とともに、



表2 人口・世帯数の撤移

現在最も市街地化の進んでいる地区と ることができるG

(2 )都帯計画区域の中での位置付け

現在の弘前広域都市許璽LR域は、昭和46年に、弘前市とそれに る5望r1村(岩木町、

町、大鰐町、尾上軒、 町、田舎館村)が一体として指定され、面接は28，929haで、ある O この

うち、弘前市め都市計画区域は12，656haで、全体の43.7%を占めている(表3)。
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(平成9年9月12日

弘前市都市計画課:r弘前の都市計画J(1998年〉より引用

弘前市は都市計画じま域のほぼ中央に位置し、古くから続く塗軽地方南部の中心都市である。

需の市街地は、人口、 社会的経済的条件などからみても、都市計彊LR域の中で中心的役割jを

っており、 な都市機能の梗益を区域内に洪与しているといえるつ

思.弘前市の市街地整備の状況

(1 )市信地の拡大と控史

ここでは、「青森諜の都市j、(横山、 1982) をもとに市能地並大の歴史を明らかにする。表4辻、

弘前市の市倍地拡大の歴史を示したものである。
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義4 市街地発般の歴史

(天正16年) 1 津軽藩藩祖津軽為佑滞軽統一。
1590年(天正18年) 1豊臣秀吉より
1603年(藤長8年)I藩祖浮較為倍により病問(後の弘前)の地に築城を計画む
1610年(慶長15年) 1二代藩主信枚が弘前域の築城に
1871年(明治4年)11亮藩置県により弘前黙となり

県と改称し、県庁所荘地も

1889年(明治22年川市制施行により弘前市となる
{全国31市のーっとし

(明治27年) 1奥羽本隷の男通 により、弘前駅に向かっ

i拡大。
{明治30年)1 陸軍第8

市信地南部への軍施設の設置により、これを結ぶ道路の整備が行われ

る(戦後、住宅地や学校用地として旧軍用地が利用される)

{大lElO年) 1官立弘前高等学校設立。

{昭和 2年) 1 弘南電鉄の開通(弘前

始める O

新制弘前大学関学。

間)により、市街地が南部に広がり

弘南電鉄大鰐線の開通(弘前九大鰐間)により、沿穣のつンゴ密や水

田が宅地化され、南部にむかつて市街地が拡大。

19日年(昭和初年)I合併により中津軽郡11ヵ村を編
1957年(昭和32年)1 合併により南津軽郡石川町を嬬入。

1959年(昭和34年)1 目撞ダム建設c

1964年{

1965年
1967年
1968年

1995年

弘弟子告は、

をもっている O

禄ヶ丘団地造或着手。

m街地茜蔀の岩本}llmi監諜 され、西方への市街

地の拡大を促すc

土地区画整理事業が始まる。

青森県住宅供結公社による宅地造成事業が進められる O

域東在宅団地と卸売センターカす市街地東部の水田地帯に建設され、市

箭地が拡大。

桜ヶ五団地完成。

7号線弘前バイパス、百回
津軽塗団地や中小企業の工場が市街地北部に進出し、市街地が拡大む

7号線弘前バイパス完成。

団地(第 1)完成。
j兵の町団地完成。

弘前開バイパス全報開通G

7号報弘前バイパス提牛子・神田

弘前駅前地区市窮地再顎発事業が進む。

弘前地域が地方拠点都市の指定を受ける

4地i亙土地亙彊整理事業完了 Q

横出 弘 I青森;阜の都市jおよび
弘話市都市計璽諜:I弘前の都市計画J0998年)より作成

に都市的形態を形成し、津軽地域の中心都市として発展してきた震史

弘前市の市街地は、軍用地や住宅地として利用しやすいリンゴ閣など高部の丘i菱地から拡大が姶

まり、戦後の高度経済成長期以降の住宅需要の高まりや岩木川上流の自壊ダムの完成によって求書

の危険性が薄らいだことにより間部の岩木川氾韮累や東部、北部の水田地帯が住宅地に李IJ用される

ようになり、市街地が拡大していった。さらに昭和40年代になると、本格的な車社会に突入し、藩
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政期以降の都市構造では対応できない状況になり、市街地の整備が重要度を増した。そして土地区

画整理事業や宅地造成事業が市街地東部及び市街地北部に実施され、市街地がさらに拡大し、現在

の市街地を形成するに至っている O

(2 )道路交通網の整備

弘前市の道路は市の中心部から放射状に伸びており、中心市街地は城下町起源の屈折した幅の狭

い道路状況にある O

幹線道路については、国道 7号線弘前バイパス(以下、国道7号線)が市街地東側を迂回して昭

和55年に完成し、東環状線の機能を果たしている O そして東北縦貫自動車道へのアクセス道路や都

市聞を連結する主要幹線道路としての機能を有するとともに、市街地北部及び市街地東部へ新たな

住宅地や工業地区、業務地区を誘導し、市街地の拡大と都市の活性化への先行的な役割を果たすな

ど、重要な機能をもたらしている O

市街地北部を迂回する主要地方道弘前環状線(以下、弘前環状線)は、市北部の交通混雑の緩和

に大いに役立ち、北環状線として機能している O また、北和徳工業団地や藤代工業団地へのアクセ

ス道路としても重要な機能を有している O

弘前市の市街地及び都心では、交通の混雑が発生しており、交通の円滑化を図るためにも環状道

路が果たす役割は大きいといえる O

( 3 )市街地整備に関する事業

図2、表5は市街地整備に関する事業(以下、市街地整備事業)について示している O

+ 
平川

図2 市街地整備の状況

弘前市都市計画課 I弘前の都市計画J(1988年)より引用
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地区名

城西

域密第2

域東

城東第2

城東第3
駅前i有
利徳

安京
茂森新町

小比内
宮!日
域東第4
小計

整|駅前
備城東第S
中小計

栄町

桜ケ丘
茂森新町

浜の町

表S 市街地形成に関する事業

事業平一度
昭和40~ 昭手043
昭和44 昭幸046
昭和43~ 昭和48
昭和46~ 昭和51
昭和46~ 昭和52
昭和43~ 昭和57
昭和51~ 昭和58
昭和59~平成元
昭和60~ 平成元
昭和53~ 平成 3
昭和53~平成 7
昭和59~平成 7 i 

昭和54~ 平成14
平成 9 平成14

時手D42~
昭和44~ 昭手[147
昭手[148
昭和52~ 昭和56
:昭和51 昭和部
昭和57~昭和62
平或2 平成 6
平成元~平成2

図2中の記号と同じ

商業

住宅

弘前市都子主計画課:r弘前の都南計耐J(1998年〉より作成

市街地整錆事業として、都高計画の中に市缶地開発事業がある。

イ
汀

に辻、整{諸手法

によりいくつかの轍績があるが、弘前市では土地E互理整理事業と駅語地での市能地再開発

を実施している O その抱に による も られ、新たな

市福地が形成されている。これまでに8地区107.7ha (市議北区域面積の4.1弘)で整備が実撞さ

れている 9 な市街地整犠事業が実施された[城東・外11J奇地[KJや「和徳地区j辻、いずれも

中心市街地周辺の水沼地帯であったっこれは人口の増加、世帯の増加から、

が拡大し、中心市街地及び出張所管内で続いている人口の漸減韻向からいっても、これらの住宅を

良絵するための宅地開発は、既成市街地理辺で行われるのが妥当であったためである。

N.市街地北部の土地利用変化

(1 )土地利用の変意

図3は、市能地北部の用途地域について、高揚地整備事業が実施された前後の農村的な土地利用
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e. 平成均年

d. 竿成 7年

図住宅

困問

自工業用地

農業用地

…縄米完成の道路

図3 用途地域の変遷

地形留および弘前市都子主計画課 r弘前の都市計開J(1988年)より作成

から都市的な土地利用へと変化していく様子を

た悶である O

商業培、 地、農業現地に分けて表し

図3 aでは、 ?母娘、弘前環状線はまだ完或しておらず、農業用地が広がっている G 図

3 bでは、 7号隷、弘前環状織の完成と合わせて、その道路周辺の「和穂地区Jに工業現地

の造成と によ 団地の造成も進み、 地の割合が減少している O 図3… Cで

は、宮鴎第2盟地の完成により、さらに農業用地の割合が減少している O また、弘前バイパス堅田

地区沿いに商業地の形成もみられるむ関3 dでは、住宅地と 地の境界と 央部に



商業地が彰或されている。関 3 eでは、宅地造成が弘前環状報まで進み、弘前環状線が市街地北

となった。また、高葉地が弘前バイパス

を閥bように位置している。

ら隷的な正がちを 、市街地北部

(2 )農業施設の配聾

間4は、ゼンリン をもとにして、子宮前地整機事業の開始以降の産業施設の配置を表し

ている

間4 aでは、宮圏第3問地の宅地造成が始まったが、まだ本語や摺が多かった。弘前環状織沿

いには工場や事務所などの施設が若干みられる 、国道7号線に向かうにしたがって、告

飲食岳、 ガソリンスタンドなどがある D 図4 bは、水田だったところL

による住宅が見え飴めるが、住宅予定地としての空き地がまだ多い口また、道路や公開、

JIIの整備も進んでいる。弘前環状隷沿いにはそータリゼーション

え、他に小売!吉や事務所、ガソリンスタンドが増加した。国道7

に伴い自動車関連産業が増

i立、大型小売告の豆地
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菌4 市街地北部のこと地利用変化

ゼンリン「生宅地国jおよび現地譲査により作成

もみられる O 図4-cでは、空き地だったところがほぼ住宅で埋められた。弘前環状線沿いは、特

使施設だったところが小先臣、娯楽結設、その他の緯設になり、{也iこも小発問、事務所会どが増加

したっ国道7号棟付近にも、自動車関連産業や小売出が増加し、商業的機能を果たすようになって

いる。

v.おわりに

弘前市の甫街地は、都市の成長に悼う都市的な土地需要の増大により、郊外に向かつて拡大して

きた合そして、道路ごとどの都市施設を計躍的に整備するための都市計画が事窮地を形成する

きな役割を果たすようになったっ

最も市街地化の進む北部地域は、人口定住の受け皿とし を滋げ、農業用地がおも

地に変化し、北部の境界となる弘前環状糠沿線には小売百や自動車関遺産業など商業地も立地して

いる。また、国道7.!jラ隷との連結地にもさ当た旬、高い利便性を容する地域であるといえる。

今後は、車窮地再開発事業にみる中心市街地の強化や商工業の振興、道賂の拡張など都市施設の
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充実を図り、より快適な都市にするために利便性の向上をより一層推し進めるべきではないかと考

える O

最後に、本論文を作成するにあたり、御指導、御助言をして下さった水野先生、後藤先生に厚く

御礼を申し上げます。また、快く資料等を提供して下さった弘前市役所都市計画課の方々に深く感

謝いたします。
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